令和６年度介護報酬改定を踏まえた養護老人ホーム・軽費老人ホームの見直し事項資料１

· 令和６年度介護報酬改定を踏まえて、養護老人ホーム及び軽費老人ホームにおいて、以下の事項の見直しが行われました。
協力医療機関との連携強化
・ 以下の要件を満たす協力医療機関を定める。
① 入所者の病状が急変した場合等において、医師又は看護職員が相談対応を行う体制を常時確保。
② 診療の求めがあった場合において、診療を行う体制を常時確保。
③ 入所者の病状の急変が生じた場合等において、当該施設の医師又は協力医療機関その他の医療機関の医師が診療を行い、
入院を要すると認められた入所者の入院を原則として受け入れる体制を確保。（養護老人ホームのみ）
（※）養護老人ホームの場合、義務付けにかかる期限を３年とし、併せて連携体制に係る実態把握を行うとともに
必要な対応について検討。
（※）軽費老人ホームの場合、努力義務規定。













新興感染症発生時等の対応を行う医療機関との連携
・ 感染者の診療等を行う協定締結医療機関と連携し、新興感染症発生時における対応を取り決めるよう努める。



管理者（施設長）の兼務範囲の明確化
・ 管理者（施設長）が兼務できる事業所の範囲について、管理者（施設長）がその責務を果たせる場合には、同一敷地内に
おける他の事業所、施設等ではなくても差し支えない旨を明確化






「書面掲示」規制の見直し（軽費老人ホームのみ）
・ 運営規程の概要等の重要事項等について、「書面掲示」に加え、インターネット上で情報の閲覧が完結するよう、
原則として重要事項等の情報をウェブサイトに掲載・公表。（令和７年度から義務付け）





※令和6年3月8日「全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議資料（高齢者支援課）」から抜粋
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· 大阪府養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例

　　　　　　　　　　　　　　　　　　新　　　旧　　　対　　　照　　　表　　　　　　　（令和6年4月1日施行）
	改　　正　　後
	改　　正　　前

	（記録等の整備）
第十条　（略）
２　（略）
　一・二　（略）
　三　第十七条第五項の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録	Comment by 糸永　裕美: 法務課コメント入り新旧対照表から追加修正しています。
※本条例上で、元々「身体拘束」という表現を使用していたところ「身体的拘束」へと修正。
課内検討の結果、昨今対策が重要視されている「物理的でない身体拘束（スピーチロック等）」も広くカバーするという観点から、
「身体拘束」から「身体的拘束」へ修正すべきという結論に至りました。
なお、省令上は、「身体的拘束」という表現が使用されています。
　四　第二十八条第二項の規定による苦情の内容等の記録
　五　第三十条第三項の規定による事故の状況及び事故に際して行った処置についての記録

	記録等の整備）
第十条　（略）
２　（略）
　一・二　（略）
　三　第十七条第五項に規定する身体拘束等の態様及び時間、その際の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録

　四　第二十八条第二項に規定する苦情の内容等の記録
　五　第三十条第三項に規定する事故の状況及び事故に際して行った処置についての記録




	（職員の配置の基準）
第十三条　（略）
　一―四　（略）
　五　看護師又は准看護師（以下「看護職員」という。）　規則で定める員数	Comment by 糸永　裕美: 法務課コメント入り新旧対照表でのご指摘のとおり、修正しています。
　六・七　（略）
２　前項第一号の施設長は、専らその職務に従事する常勤の者でなければならない。ただし、当該養護老人ホームの管理上支障がない場合には、他の事業所、施設等の職務に従事することができる。
３　（略）

	（職員の配置の基準）
第十三条　（略）
　一―四　（略）
　五　看護師又は准看護師　規則で定める員数
　六・七　（略）
２　前項第一号の施設長は、専らその職務に従事する常勤の者でなければならない。ただし、当該養護老人ホームの管理上支障がない場合には、同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事することができる。
３　（略）


	（処遇の方針）	Comment by 糸永　裕美: 上記と同様の理由により、第十七条内の「身体拘束」を「身体的拘束」に修正しました。
第十七条　（略）
２・３　（略）
４　養護老人ホームは、入所者の処遇に当たっては、当該入所者又は他の入所者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他入所者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」という。）を行ってはならない。
５　養護老人ホームは、前項の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。
６　養護老人ホームは、身体的拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じなければならない。
　一　身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を三月に一回以上開催するとともに、その結果について、支援員その他の従業者に周知徹底を図ること。
　二　身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。
　三　支援員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施すること。
７　（略）

	（処遇の方針）
第十七条　（略）
２・３　（略）
４　養護老人ホームは、入所者の処遇に当たっては、当該入所者又は他の入所者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体の拘束その他入所者の行動を制限する行為（以下「身体拘束等」という。）を行ってはならない。
５　養護老人ホームは、前項の身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。
６　養護老人ホームは、身体拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じなければならない。
　一　身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を三月に一回以上開催するとともに、その結果について、支援員その他の従業者に周知徹底を図ること。
　二　身体拘束等の適正化のための指針を整備すること。
　三　支援員その他の従業者に対し、身体拘束等の適正化のための研修を定期的に実施すること。
７　（略）


	（協力医療機関等）	Comment by 川井　友輔: R06.02.06修正
第二十六条　養護老人ホームは、入所者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ、協力医療機関を定めておかなければならない。

２　養護老人ホームは、前項の規定に基づき協力医療機関を定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関（第三号の要件を満たす協力医療機関にあっては、病院に限る。）を定めておかなければならない。ただし、複数の医療機関を協力医療機関として定めることにより当該各号の要件を満たすこととしても差し支えない。
一　入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う体制を、常時確保していること。
　二　当該養護老人ホームからの診療の求めが　あった場合において診療を行う体制を、常時確保していること。
　三　入所者の病状が急変した場合等において、当該養護老人ホームの医師又は協力医療機関その他の医療機関の医師が診療を行い、入院を要すると認められた入所者の入院を原則として受け入れる体制を確保していること。
３　養護老人ホームは、一年に一回以上、協力医療機関との間で、入所者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称等を、知事に届け出なければならない。
４　養護老人ホームは、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成十年法律第百十四号）第六条第十七項に規定する第二種協定指定医療機関（以下「第二種協定指定医療機関」という。）との間で、新興感染症（同条第七項に規定する新型インフルエンザ等感染症、同条第八項に規定する指定感染症又は同条第九項に規定する新感染症をいう。以下同じ。）の発生時等の対応を取り決めるように努めなければならない。	Comment by 糸永　裕美: 法務課コメント入り新旧対照表でのご修正の通りとしています。	Comment by 糸永　裕美: 法務課コメント入り新旧対照表でのご修正の通りとしています。
５　養護老人ホームは、協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなければならない。
６　養護老人ホームは、入所者が協力医療機関その他の医療機関に入院した後に、当該入所者の病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、再び当該養護老人ホームに速やかに入所させることができるように努めなければならない。
７　養護老人ホームは、あらかじめ、協力歯科医療機関を定めておくよう努めなければならない。

	(医療機関との間の協力体制等)
第二十六条　養護老人ホームは、入院治療を必要とする入所者のために、あらかじめ、医療機関との間に協力体制を整備しておかなければならない。






























２　養護老人ホームは、あらかじめ、歯科診療を行う医療機関との間に協力体制を整備しておくよう努めなければならない。


















· 大阪府軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例

　　　　　　　　　　　　　　　　　　新　　　旧　　　対　　　照　　　表　　　　　　　（令和6年4月1日施行）
	改　　正　　後
	改　　正　　前

	（記録等の整備）
第十条　（略）
２　（略）
　一・二　（略）
　三　第十八条第四項の規定による身体的拘束等の態様及び時間、その際の
入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録
　四　第三十二条第二項の規定による苦情の内容等の記録
　五　第三十四条第三項の規定による事故の状況及び事故に際して行った
処置についての記録

	（記録等の整備）
第十条　（略）
２　（略）
　一・二　（略）
　三　第十八条第四項に規定する身体拘束等の態様及び時間、その際の入所
者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由の記録
　四　第三十二条第二項に規定する苦情の内容等の記録
　五　第三十四条第三項に規定する事故の状況及び事故に際して行った処
置についての記録

	（職員の配置の基準）
第十二条　（略）
２　前項第一号に掲げる施設長は、専らその職務に従事する常勤の者でなけ
ればならない。ただし、当該軽費老人ホームの管理上支障がない場合には、
他の事業所、施設等の職務に従事することができる。
３　（略）

	（職員の配置の基準）
第十二条　（略）
２　前項第一号に掲げる施設長は、専らその職務に従事する常勤の者でなけ
ればならない。ただし、当該軽費老人ホームの管理上支障がない場合には、
同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事することができる。
３　（略）

	（入所申込者等に対する説明等）
第十三条　（略）
２　（略）
３　（略）
　一　（略）
　二　電磁的記録媒体（電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知
覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電
子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第四十一条第一項
において同じ。）に係る記録媒体をいう。）をもって調製するファイル
に第一項の重要事項を記録したものを交付する方法
４―７　（略）

	（入所申込者等に対する説明等）
第十三条　（略）
２　（略）
３　（略）
　一　（略）
　二　磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他これらに準ずる方法により
一定の事項を確実に記録しておくことができる物をもって調製するフ
ァイルに第一項の重要事項を記録したものを交付する方法


４―７　（略）




	（サービス提供の方針）
第十八条　（略）
２　（略）
３　軽費老人ホームは、入所者に対するサービスの提供に当たっては、当該
入所者又は他の入所者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得な
い場合を除き、身体的拘束その他入所者の行動を制限する行為（以下「身
体的拘束等」という。）を行ってはならない。
４　軽費老人ホームは、前項の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び
時間、その際の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録し
なければならない。
５　軽費老人ホームは、身体的拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置
を講じなければならない。
　一　身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を三月に一回以上開催するとともに、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。
　二　身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。
　三　介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修
を定期的に実施すること。
６　（略）

	（サービス提供の方針）
第十八条　（略）
２　（略）
３　軽費老人ホームは、入所者に対するサービスの提供に当たっては、当該入所者又は他の入所者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体の拘束その他入所者の行動を制限する行為（以下「身体拘束等」という。）を行ってはならない。
４　軽費老人ホームは、前項の身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の入所者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならない。
５　軽費老人ホームは、身体拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じなければならない。
　一　身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を三月に一回以上開催するとともに、その結果について、介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。
　二　身体拘束等の適正化のための指針を整備すること。
　三　介護職員その他の従業者に対し、身体拘束等の適正化のための研修を定期的に実施すること。
６　（略）


	（協力医療機関等）
第二十八条　軽費老人ホームは、入所者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ、協力医療機関を定めておかなければならない。

２　軽費老人ホームは、前項の規定により協力医療機関を定めるに当たっては、次に掲げる要件を満たす協力医療機関を定めるよう努めなければならない。
　一　入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護師若しくは准看護師（以下「看護職員」という。）が相談対応を行う体制を、常時確保していること。
　二　当該軽費老人ホームからの診療の求めがあった場合において診療を行う体制を、常時確保していること。
３　軽費老人ホームは、一年に一回以上、協力医療機関との間で、入所者の病状が急変した場合等の対応を確認するとともに、協力医療機関の名称等を、知事に届け出なければならない。
４　軽費老人ホームは、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成十年法律第百十四号）第六条第十七項に規定する第二種協定指定医療機関（以下「第二種協定指定医療機関」という。）との間で、新興感染症（同条第七項に規定する新型インフルエンザ等感染症、同条第八項に規定する指定感染症又は同条第九項に規定する新感染症をいう。以下同じ。）の発生時等の対応を取り決めるよう努めなければならない。
５　軽費老人ホームは、協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合においては、当該第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行わなければならない。
６　軽費老人ホームは、入所者が協力医療機関その他の医療機関に入院した後に、当該入所者の病状が軽快し、退院が可能となった場合においては、再び当該軽費老人ホームに速やかに入所させることができるよう努めなければならない。
７　軽費老人ホームは、あらかじめ、協力歯科医療機関を定めておくよう努めなければならない。
	（医療機関との間の協力体制等）
第二十八条　軽費老人ホームは、入所者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ、医療機関との間に協力体制を整備しておかなければならない。






















２　軽費老人ホームは、あらかじめ、歯科診療を行う医療機関との間に協力体制を整備しておくよう努めなければならない。

	（掲示）
第二十九条　軽費老人ホームは、当該軽費老人ホームの見やすい場所に、運営規程の概要、職員の勤務の体制、協力医療機関、利用料その他サービスの選択に資すると認められる重要事項（以下単に「重要事項」という。）を掲示しなければならない。
２　軽費老人ホームは、重要事項を記載した書面を当該軽費老人ホームに備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させることにより、前項の規定による掲示に代えることができる。
３　軽費老人ホームは、原則として、重要事項をウェブサイトに掲載しなけ
ればならない。
	（掲示）
第二十九条　軽費老人ホームは、当該軽費老人ホームの見やすい場所に、運営規程の概要、職員の勤務の体制、前条の医療機関の名称等、利用料その他サービスの選択に資すると認められる重要事項を掲示しなければならない。
２　軽費老人ホームは、前項に規定する事項を記載した書面を当該軽費老人ホームに備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧させることにより、同項の規定による掲示に代えることができる。


	（都市型軽費老人ホームの基準）
第三十五条　前章の規定にかかわらず、都市型軽費老人ホーム（小規模な軽費老人ホームであって、原則として既成市街地等（租税特別措置法（昭和三十二年法律第二十六号）第三十七条第一項の表の第二号の上欄に規定する既成市街地等をいう。）に設置され、かつ、知事が地域の実情を勘案して指定するものをいう。以下同じ。）の設備及び運営に関する基準については、この章に定めるところによる。
	（都市型軽費老人ホームの基準）
第三十五条　前章の規定にかかわらず、都市型軽費老人ホーム（小規模な軽費老人ホームであって、原則として既成市街地等（租税特別措置法（昭和三十二年法律第二十六号）第三十七条第一項の表の第一号の上欄に規定する既成市街地等をいう。）に設置され、かつ、知事が地域の実情を勘案して指定するものをいう。以下同じ。）の設備及び運営に関する基準については、この章に定めるところによる。

	（職員の配置の基準）
第三十八条　（略）
２　前項第一号に掲げる施設長は、専らその職務に従事する常勤の者でなければならない。ただし、当該都市型軽費老人ホームの管理上支障がない場合には、当該都市型軽費老人ホームの他の職務（同項第三号の介護職員の職務は除く。）に従事し、又は他の事業所、施設等の職務に従事することができる。
３　（略）
	（職員の配置の基準）
第三十八条　（略）
２　前項第一号に掲げる施設長は、専らその職務に従事する常勤の者でなければならない。ただし、当該都市型軽費老人ホームの管理上支障がない場合には、当該都市型軽費老人ホームの他の職務（同項第三号の介護職員の職務は除く。）に従事し、又は同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事することができる。
３　（略）

	（準用）
第四十条　第四条から第十条まで及び第十三条から第三十四条の二までの規定は、都市型軽費老人ホームについて準用する。この場合において、第十条第二項第三号中「第十八条第四項」とあるのは「第四十条において準用する第十八条第四項」と、第十条第二項第四号及び第二十四条第一項第二号中「第三十二条第二項」とあるのは「第四十条において準用する第三十二条第二項」と、第十条第二項第五号及び第二十四条第一項第三号中「第三十四条第三項」とあるのは「第四十条において準用する第三十四条第三項」と、第二十三条第二項中「この章」とあるのは「第三章」と読み替えるものとする。
	（準用）
第四十条　第四条から第十条まで及び第十三条から第三十四条の二までの規定は、都市型軽費老人ホームについて準用する。この場合において、第十条第二項第三号中「第十八条第四項」とあるのは「第四十条において準用する第十八条第四項」と、第十条第二項第四号及び第二十四条第一項第二号中「第三十二条第二項」とあるのは「第四十条において準用する第三十二条第二項」と、第十条第二項第五項及び第二十四条第一項第三号中「第三十四条第三項」とあるのは「第四十条において準用する第三十四条第三項」と、第二十三条第二項中「この章」とあるのは「第三章」と、第二十九条第一項中「前条」とあるのは「第四十条において準用する第二十八条」と読み替えるものとする。


	（電磁的記録等）
第四十一条　軽費老人ホーム及びその職員は、作成、保存その他これらに類するもののうち、この条例において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定されている又は想定されるもの（次項に規定するものを除く。）については、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録により行うことができる。


２　（略）

	（（電磁的記録等）
第四十一条　軽費老人ホーム及びその職員は、作成、交付、保存その他これらに類するもののうち、この条例において書面（書面、書類、文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、図形等人の知覚によって認識することができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下この条において同じ。）で行うことが規定されている又は想定されるもの（次項に規定するものを除く。）については、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）により行うことができる。
２　（略）

	
附　則

（軽費老人ホームＡ型の職員の配置の基準）
第八条　（略）
　一―三　（略）
　四　看護職員　規則で定める員数
　五―八　（略）
２　前項第一号に掲げる施設長は、専らその職務に従事する常勤の者でなければならない。ただし、当該軽費老人ホームＡ型の管理上支障がない場合には、他の事業所、施設等の職務に従事することができる。

３　（略）
	
附　則

（（軽費老人ホームＡ型の職員の配置の基準）
第八条　（略）
　一―三　（略）
　四　看護師又は准看護士　規則で定める員数
　五―八　（略）
２　前項第一号に掲げる施設長は、専らその職務に従事する常勤の者でなければならない。ただし、当該軽費老人ホームＡ型の管理上支障がない場合には、同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事することができる。
３　（略）




	（準用）
第十二条　第四条から第十条まで、第十三条から第十六条まで、第十八条か
ら第二十一条まで、第二十三条及び第二十五条から第三十四条の二までの
規定は、軽費老人ホームＡ型について準用する。この場合において、第十
条第二項第三号中「第十八条第四項」とあるのは「附則第十二条において
準用する第十八条第四項」と、同項第四号中「第三十二条第二項」とある
のは「附則第十二条において準用する第三十二条第二項」と、同項第五号
中「第三十四条第三項」とあるのは「附則第十二条において準用する第三
十四条第三項」と、第二十三条第二項中「この章」とあるのは「附則第九
条から第十一条まで並びに附則第十二条において準用する第十三条から
第十六条まで、第十八条から第二十一条まで及び第二十五条から第三十四
条の二まで」と読み替えるものとする。
	（準用）
第十二条　第四条から第十条まで、第十三条から第十六条まで、第十八条から第二十一条まで、第二十三条及び第二十五条から第三十四条の二までの規定は、軽費老人ホームＡ型について準用する。この場合において、第十条第二項第三号中「第十八条第四項」とあるのは「附則第十二条において準用する第十八条第四項」と、同項第四号中「第三十二条第二項」とあるのは「附則第十二条において準用する第三十二条第二項」と、同項第五項中「第三十四条第三項」とあるのは「附則第十二条において準用する第三十四条第三項」と、第二十三条第二項中「この章」とあるのは「附則第九条から第十一条まで並びに附則第十二条において準用する第十三条から第十六条まで、第十八条から第二十一条まで及び第二十五条から第三十四条の二まで」と、第二十九条第一項中「前条」とあるのは「附則第十二条において準用する第二十八条」と読み替えるものとする。
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        協力医療機関との連携に係る届け出について  【 大阪府の 条例改正 内容 】 ➢軽費・養護基準条例の「協力医療機関等」に関する条文の第３項において、施設による 以下の対応が義務化されました。  【大阪府対応】 ➢今年度の夏～秋頃に、大阪府のオンラインシステムを通じて、届出を依頼する予定です。 別途通知を送付させていただきますので、ご対応宜しくお願いします。 ➢上記システム上での回答時には、「各協力医療機関との協力内容が分かる書類 （協定書等）」も電子ファイルで同時提出いただく予定です。 ➢届出内容としては、以下厚生労働省 HP 内の「基準省令に関する通知（解釈通知等）」 の箇所の「（別紙１）協力医療機関に関する届出書」の様式内容をベースにする予定です。 厚労省 HP https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_38790.html   ＜省令＞ 「一年に一回以上、協力医療機関との間で、入所者の病状が急変した場合等の対応を確 認するとともに、 協力医療機関の名称等を、当該施設に係る指定を行った都道府県知事  に届け出なければならない。」  


